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特集 1:新 学科開設に向けて (概要と特徴)

機械システムエ学科開設に向けて

1 .  は じめに

18歳 人口の減少、理工系離れ、武蔵工大の偏差値

の4kTな どがいわれるようになってから久しい。こ

の間、現機械工学科においてもコース制の導入など

によって教育方法や内容の改善を行ってきたが、今

般新しい機械系学科を誕生させるという、学外に対

しても明確にわかる改組を行うことになった。ここ

では、これまでの検討経過と新しくできる予定であ

る機械システムエ学科のあらまし、今後の問題点な

どを述べさせていただく。

2.学 科の概要
a. こ れまでの経過

現機械工学科は、昭和40年 にそれまでの機械工

学科と生産機械工学科が、幅広い教育を全般的に行

うという当時の目的に沿い合併して成立したもので

あり、一般的に考えられる機械工学の中心分野のみ

ならず、機械工学の周辺分野に関する教育、研究を

専門とする教員も多数配置した大所帯の学科として

推移してきた。

しかしながら、学生の志向の多様化や急速な情報

化社会の進行に伴う機械工学の情報 ・システム技術

分野への拡大の下では、教育教場においても改革が

必要であり、また1学科学生定員240名 という体

制による、全学生共通のカリキュラムできめ細かい

教育を実施することにも限界を感ずるようになっ

た。そこで、 10年 以上前から検討を開始し、平成

元年度にはコース制を導入し、全学生に対する統一

カリキュラムを廃止した。

その時点において、コースではなく、学科として

独立させる案も浮上していたが、大学設置基準に関

連する教員の資格や専門分野、別れた学科の名称、

受験生や卒業後の学生の就職などの問題あるいは対

応を間違えると昭和40年 以前の機械系2学科編成

時の問題点の再浮上など不安材料もあり、学科分割

の結論は得られず、コース制による教育面での改善

に止まった。

機械工学科 萩 原 芳 彦

しかしながら、冒頭に述べた理工系離れ、本学の

偏差値の低下などの深刻さは一層増すように見え、
一方機械工学科の中では教員スタッフの問題は解消

しつつあった。例えば、助手以上の教員で学位未取

得者は昭和 63年 の 14名 (35名 中)か ら平成8

年度の6名 (37名 中)に 減少したこと、過去8年

間に5名の教員が定年で退職され、今後もその数は

増加傾向にあり、新規採用の可能性が拡大したこと

などである。

したがって、長期計画を立てれば在籍教員にとっ

てもあまり負担がかからず、飛躍を遂げる可能性を

持った学科分割も可能である時期と考えられるよう

になった。

b  機 械系2学科の教育目標

以上のような推移の時期に工学部の改組や新学部

の設置の検討もなされていた。そこで、機械工学科

においても実施可能な改組案の検討を開始し、最終

的に文部省に申請した改組案は図 1に示す機械工学

科 (臨定20名 を含む定員 120名 )、機械システム

エ学科 (定員90名 )の 2学科構成である。また、

2学科の教育目標は以下に示す (平成7年 10月 5

日教授会資料)。なお、この結論に至る過程において、

機械工学科内の検討だけでなく、佐藤企画調査室長

と改組の可台旨性がある関連学科や教室に所属する室

員を中心とした検討委員会などにおいて、学科を越

えた改組の検討もなされたが、結果として機械工学

科所属教職員の移動のみによる改組となった。

● 機 械工学科の教育目標

本学科においては、機械工学の基礎である、一般

力学、団体の力学、運動 ・機構学、流体力学、熱力

学などに関する教育を、その基本原理となる物理学

など理学的原点にまで踏み込んだ教育を行うことを

第一とする。その上で、機械の設計から製造までの
一貫した工程における基本に関して、分析的観点に

主限をおいた教育を行い、それらを基にして実験、

実習を通して機械工学を理論的および実際的に精通

させる。すなわち、アナリシスとシンセシスの観点
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から見れば、アナリシスに重点を置き機械工学の基

本とその応用技術を習得させることを第一に目指

す。

● 機 械システムエ学科の教育目標

本学科こおいては、まず機械工学の基礎である、

■般力学、回体の力学、運動 ・機構学、流体力学、

熱力学などの力学に関する教育を行い、機械要素設

計の基本を徹底して学習させる。その上で、電気 ・

電子技術、コンピュータを利用しての情報処理技術

やソフトウェア技術、さらに機械およびそのシステ

ムの最適化 ・信頼性 。安全性などに関する教育に力

を入れ、今後ますます必要となるであろう、
“
機械要

素技術のシステム統合化を行う工学
"で
ある機械シ

ステムエ学に関する基本を十分身に付け、社会にお

いて活躍できる技術者を育てることを目指す。すな

わち、アナリシスとシンセシスの観点から見れば、

シンセシスに重点を置き機械工学の基本とその応用

技術を習得させることを第一に目指す。

現機械工学科科目群構成 学科新設後の科目群構成

図1 機械システムI学科新設による機械系2学科の科目群構成

3.学 科 の特色

a  カ リキュラムの特徴

現機械工学科では過去8年 間にわたり、設計・生

産、機械システム、機械・電子の3つのコースによ

る教育を実施してきた。これに対して改組後は2つ

の学科となる。したがって、コース制当時の機械シ

ステムコースのカリキュラムを骨格として機械シス

テムエ学科ができるわけではない。

前述したように、機械システムエ学とは、
“
機械要

素技術のシステム統合化を行う工学
"と
考えられる。

したがって、機械工学科と特に異なるところはシス

テム統合に関連する基礎学問を修得することにあ

る。すなわち、これまでに発展してきた動力機械に

関する基礎学問の域を越え、情報機械に関する基礎

も確実に学習させることを目指し、システム・制御

手法、設計 ・シミュレーション手法、メカトロエク

ス・機械闘 技術などの教育に力を入れる点が本学

科の特色である。教育内容の概略は以下に説明し、

また主要な授業科目は図2に示す。

● 専 門基礎科目

機械工学およびシステムの基本を学ぶ上で、数学

やコンピュータの利用は欠かせない。そこで、低学

年を中心に数学とその機械工学への応用を教える。

また、コンピュータについては既存のソフトの活用

法などと共に学生が自分でプログラムを開発できる

ような教育を行う。なお、当然のことであるが、機

械工学にとって欠かせない、物理学 ,化学の基本も

教育する。

● 機 械基礎

この科目分野では機械工学の基礎である、団体の

静 ,動力学や機械の機構、流体力学、熱力学、材料

とその加工法などの基本を教育する。機械工学科ほ

J配 当科目数は多くないが、基本的な科目編成は機

械工学科と同じである。

● シ ステム基礎

機械をシステムとして捉えるための基本を学ぶ科

目がこの分野に配置してある。従来から機械工学の

分野に含まれている、制御工学などの他に、電気 。

電子関係の科目、機械情報関係の科目も配置する。

また、画像処理、バーチャルリアリティーなど、コ

ンピュータを利用した種々技術についても教育す

る。

● 仰 験学習

上記の科目内容を確実に身に付けさせるため、実

験 ・実習、設計製図科目などの体験学習に力点を置

専門科 目群

熱流体工学

材料学

加工学

機械システムエ学科
↓世〕科 四い

機械基礎

強度 システム

機構 システム

熟流体 システム

システム基礎

制御 システム

計測 システム

機械情報システム

専門基礎科 目群

体験学習科 目群
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機 械 票 礎

材料力学

機械工作法

機械材料

機械要素設計

強度解析学

強度評価学

機構学

振動工学

機械力学

機械 システム学

流れ学

熱力学

伝熱工学

熱機関 システム

熱流体 システム

エネぱ‐変換 システム

シ ス テ ム 基 礎

システムタイナミタス

制御 システム設計

電子機械制御

制御理論

メカと,ルシステム制御

情報処理 (1 )

情報処理 (2 )

画像処理

知能工学

ロボ ッ トエ学
パーチャル,ア,ティー

ロケッ トエ学

航空字宙工学概論

宇宙 システム学

産業機械

環境工学

知的所有権概論

図2  機械システムI学科の主要科目

いた科目を各学年に複数配置した。特にこれらの科

目の中で高学年に配置したシステム指向の強い科目

は必修とした。

●システム総合 (関連科目)

機械およびシステムの基礎を学ぶ過程で機械をシ

ステムとして捉える基本についても学習できるが、

断片的になりやすいこともある。したがって、具体

的な機械システムを主限に置いて教育する科目を主

として関連科目の中に設定した。企業の第一線で活

躍している技術者も多く参加し、実践的な教育も行

う。

その他の特色として、座学に対しても1週間に2

コマ (半期4単位)の 授業を専門の初歩的科目を中

心に配置し、ほぼ3～ 4日 に1度は同じ科目の授業

を行うようにした。そのため、 1週間に履修できる

科目数は減ることになるが、少数の科目を集中して

学習できる。さらに体験学習科目ではコンピュータ

を十分手足として使えるよう、また物理現象や機械

の仕組みなどを身をもって体験できるよう、これま

で以上の配慮をしている。

b  教 員と組織の特徴

機械工学の守備範囲の拡大や変化に対応するた

め、現機械工学科においてはどのような分野を開拓

し、あるいは統廃合すべきかという議論が学科を分

割することを視野に置きながら過去数年にわたって

なされてきた。その結果、将来の研究室構成案は研

究分野や教員の年齢を考慮しておおむね得られてい

た。そこで、機械工学科を分割するに際しては工学

部全体との整含性のもとで各研究室をどのように振

り分けるべきかが問題であった。
一方、全学の学生定員の振当てに際しては、学生

定員の突出した学科がないようにすることも条件と

なり、最終的には機械工学科 120名 、機械システ

ムエ学科90名 となった。そこで、学生定員に対応

した形で、かつ2学科の教育目標が達成できるよう

な研究室の振り分けを検討し、結果としては、現機

械工学科の 14研 究室を学生定員に比例させて配分

し、機械工学科8研究室、機械システムエ学科6研

究室の構成とした。

その結果、機械システムエ学科に所属する研究室

は機蹴設計、宇宙システム、熱流体システム、制御

工学、電子計測、機械情報の6研究室となった。な

お、完成年度における学科の教職員は、教授6名、

助教授4名く講師3名、助手3名 (採用予定)、技術

職員3名の合計 19名 である。また、機械工学科は

材料力学、機械力学、機械材料、機械工作、材料シ

ステムエ学、表面工学、流体工学、内燃機関工学の

8研究室構成である。

すでに述べたように、機械工学の守備範囲の拡大

や変化に対応するため、7年前のコース制実施時点

から順次教員の移籍や採用を行いつつ研究室の新設

や統廃合を実施してきたが、機械システムエ学科に

所属する電子計測、機械情報の2研究室はこの間の

新設の研究室であり、宇宙システム、熱流体システ

ムの2研究室は設計管理、熱工学第 2研究室の名称

を変更したものである。

なお、機械システムエ学科移籍予定数員 13名 の

内、過去数年間に新たに機械工学科に採用された教

員は5名であり、さらに今後採用予定の助手が3名

おり、教育研究分野の更なる展開が期待できるもの

と考えている。
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4. 今 後 の課題 ,そ の他

以上、機械システムエ学科の特徴ならびにこれま

での経過を述べたが、このような大きな組織替えは

大学としても約30年 ぶりのものである。以下に、

これまでの準備段階で気付いた点や今後の問題点を

列挙して置く。参考になれば幸いである。

a.伸 駿学習センターの設置

機械工学科の改組に当っては、学科分割の実現の

成否にかかわらず、是非強化すべきものの一つとし

て、体験学習教育の充実があった。これを実効ある

ものとして実施するために体験学習センターを設置

する必要があるとの結論に達し、その設置場所など

を研究室の統廃合と平行して行い、現在整備中であ

る。

同様なことは大学全体でも教育研究センターの設

置が検討されている。いずれも学科の設置など文部

省の設置認可事項に直接関係しないことであるため

現在のところ、平成9年度からの具体的な組織運営

形態は決定されていないように思われる。体験学習

センターについては当面機械系 2学科において運用

できるが、将来的には明確な組織の確立が必要であ

ろう。

b  改 組と予算

今回の改組に当たり、新設学科に移籍予定の教員

は多大な時間を要して申請書類を作成したり、審査

に当たっての気苦労などを被っている。それに対し

て、機械システムエ学科にも1億数千万円の予算が

付くことになった。しかしながら、そのほとんどは

3年生までの教育に必要な実験実習などの初期投資

としての設備予算であり、4年生の卒業研究をも含

め、移籍教員の研究のための設備の更新に使用され

るものは僅かである。

間接的に影響を被る教職員や事務職員の方々のこ

とを忘れているわけではないが、新しい展開を大学

として行う場合、それに直接かかわる教職員に対し

ては、参加してよかったと思われる十分な対応を今

後は取るようにすべきではないかと考える。改組な

どに取り組もうとする教員の心構えも変わるであろ

う。

また、3号館の建設など、これまでに行ってきた

学内施設の整備と改組のタイミングを合わせれば申

請に当たっての苦労も半減したという話も聞く。先

に述べた教育研究センターの設置などを含めて、新

たな展開は今後も大学として絶えず行っていくべき

と思われる。少ない予算を効果的に使用するために

も、長期的な将来計画の下で大学運営は行いたいも

のである。

c。 学生の確保と就職

今回の改組によって機豚 は2学科構成となる。

2学科がよい意味での競争をすることでこれまで以

上の活性化を期待するわけであるが不安がないわけ

ではない。

入学志願者数はどのように分布するであろうか。

最近では高校や予備校などの進路指導は学科の内容

まで立ち入っているらしいとはいえ、機械工学科が

老舗であり、機械システムエ学科は新興学科といっ

たところで、不安が付きまとう。

就職に対しても同様である。企業に対するアン

ケートでは機械システムエ学科に対する感触はよい

と推測される。しかし、会社の人事の本音としては、

不況になったら1大学 1名の推薦依頼とし、どちら

かといえば古くからの付き合いを大事にする傾向も

あり、不安である。

d  教 員の判定結果

文部省の設置認可を受けるような学部の学科新設

は武蔵工業大学としては約40年 ぶりくらいのもの

であり、いろいろとわからないことが多く、いわば

素人が手探り状態で行ってきたようなものであっ

た。

そのため、種々の情報も飛び交ったように思われ

る。特に、教員の資格基準についてはいろいろであ

り、筆者が聞いたものだけ挙げてもかなりのものに

なる。例えば、過去5年間に論文が??通 なければ

だめ、審査のある学会の論文カツ要、国際会議のプ

ロシーディングはだめ、レフェリー2名以上の学会

論文が必要、大学にランクを付けた審査…。といっ

たきつい噂から、それ程でもないといったものまで

種々あったが、結局のところ9月 12日 の判定結果

からの感想は、大学設置基準に示されているとおり

の判定であるという印象を強く持った。大学院の設

置申請は慎重に行う必要があるように感じた。

e  定 年退職者の補充

事務職員、技術職員は20歳 前後に採用されるが、

教育職員は最近ではおおむね大学院博士課程を修了

してからの採用であり、30歳 前後である。このた

め、教員の場合、定年まで最長で約40年 在職する。

したがって、現在の機械工学科の教員数は37名 で

あり、長期的に見れば、平均 1年に1名程度の採用

が理想と考えられる。

これに対して、今後 15年 間に定年退職される機
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械工学科教員は上記の62%で ある23名 に上る。

武蔵工業大学の独自性や伝統を維持するためにはあ

る程度の数の生え抜きの教員が必要であるが、博士

課程に進学する学生数は低迷している。また、外部

からの採用に関しても適任者の選択範囲が十分ある

とはいえない。

したがって、今後大量の定年退職者の補充のため、

短期間に有能な若手の教員をバランスよく採用ある

しWま育成して行くことは大変な課題であると推測で

きる。

なお、このような状況は機械工学科だけではない。

今後の日本の急激な高齢化社会への移行と若年労働

者の減少を考えたとき、若手の活躍しやすい教育研

究環境、給与体系の整備などについて、全般的検討

が早急に必要である。次世紀において、武蔵工業大

学は何ができるかなどを含め、じっくり検討し、構

成員総意の下で実現可能な目標に向かって努力する

ことが必要であろう。

5.  法S,bりに
以上、機械システムエ学科設置申請までの経過や

今後の問題点などについて説明した。まだ認可が下

りたわけではないが、今回の改組がよい方向に作動

し、武蔵工業大学が新たな展開で発展することを期

待している。

なお、改組によって機械システムエ学科へ移籍予

定の教員は全員、授業内容やその構成 。運営方法な

どでこれまでとは大きく異なる科目を多く受け持つ

ことになる。ノート作り、教育効果向上への対応準

備とこれからが大変であるが、その意気込み、新鮮

さが学生に伝わるよう願っている次第である。
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